
 

- 1 - 

 
【チェックシート】 

 

 

（１/７） 
問題点のチェック 

講ずべき対策項目 問題点の内容 

（もしくは現状） 
想定される被害 

①災害予防 ②発災直後 ③応急対応時 

□１．地震・津波による被害が想定されていない 

□想定地震が不明

なため、家屋倒

壊・急傾斜地の地

滑りなどの危険

箇所が把握でき

ない 

□津波ハザードマ

ップがないため、

津波到達時間・遡

上高・浸水域等が

分からない 

□その他（協議会で

の話し合いを踏

まえて記載） 

 

 

 

 

 

□地震による危

険箇所への予

防対策がとれ

ないことによ

る被災者数 

（約    人）

□津波に対する

予防対策が取

れないことに

よる被災者数 

（約    人）

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

□①-1：ハザード

マップの作成と

レベルアップ 

  

□２．地震・津波による想定被害が漁業関係者や地域住民に周知されていない 

□安全な避難路・避

難場所が分から

ない 

 

 

 

□災害に対する危

機意識が醸成さ

れず自助・共助の

取組みが進まな

い 

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

□ 安 全 な 避 難

路・避難場所が

分からず逃げ

遅れによる被

災者数 

（約    人）

□自助・共助が進

まないことに

よる被害の拡

大 

 

□その他 

 

□①-8：事前の啓

発・普及・訓練
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（２/７） 
問題点のチェック 

講ずべき対策項目 問題点の内容 

（もしくは現状） 
想定される被害 

①災害予防 ②発災直後 ③応急対応時 

□３．安全な避難路・避難場所が確保されていない 

□避難路が家屋・塀

の倒壊によりふ

さがれ逃げ遅れ

る 

 

□安全な避難場所

が定められてい

ないため、逃げ遅

れによる津波へ

の巻き込まれや、

倒壊物の下敷き

になる 

□その他 

 

 

 

 

□安全な避難路が

確保されてい

ないことによ

る被災者数 

（約    人）

□安全な避難場所

が確保されて

いないことに

よる被災者数 

（約    人）

 

 

□その他 

 

 

 

 

□①-2：安全な避

難場所・避難路

の確保 

□②-3：避難場所の

確保 
 

 

□４．避難行動のルール化と周知がされていない 

□② -4：避難勧

告・誘導 
 □①-3：避難行動

のルールづくり

 

□②-5：避難場所

への避難 

 

 □災害発生時に最

適な避難方法を

選択できない 

 

□避難訓練等が行

われていないた

め、指定した避難

場所・避難路が活

用されない 

 

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□避難方法を選択

できないことに

よる被災者数 

（約    人）

□避難場所・避難

路が活用されな

いことによる被

災者数 

（約    人）

 

□その他 

 

 

 

 

□①-8：事前の啓

発・普及・訓練
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（３/７） 
問題点のチェック 

講ずべき対策項目 問題点の内容 

（もしくは現状） 
想定される被害 

①災害予防 ②発災直後 ③応急対応時 

□５．災害発生時の速やかな災害情報収集・伝達体制が構築されていない 

□①-4：緊急時の

連絡体制の構築

□②-1：情報収集・

伝達  

□①-6：発災時対

応の人員確保 

□②-2：職員・人

員の参集 

□正確な情報が収

集・伝達されず初

動対応が遅れ、人

的被害が拡大す

る 

□正確な情報が収

集・伝達されず初

動対応が遅れ、漁

業生産・水産物流

通への影響が拡

大する 

□その他 

 

 

 

 

 

□情報伝達の遅れ

による人的被害

（約    人）

□情報伝達の遅れ

による物的被害

 

□情報伝達の遅れ

による漁業生

産・水産物流通

への被害 

 

□その他 

 

 

 

 

□①-7：緊急時の

依頼先の確保 

□②-2：関係機関

への支援要請 

 

□６．災害時要援護者向けの対策を講じていない 

□①-2：安全な避

難場所・避難路

の確保 

□②-3：避難場所の

確保 
 

□②-4：避難勧告･

誘導 
□①-3：避難行動

のルールづくり

□②-5：避難場所へ

の避難 

 

□①-5：災害時要

援護者の支援体

制の構築 

□②-6：災害時要援

護者の避難支援 
 

□災害時の要援護

者（高齢者・外来

者など）への情報

提供や避難誘導

等がない 

 

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□情報提供や避難

誘導等がないこ

とにより被災す

る要援護者数 

（約    人）

 

□その他 

 

 

 

 

□①-8：事前の啓

発・普及・訓練
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（４/７） 
問題点のチェック 

講ずべき対策項目 問題点の内容 

（もしくは現状） 
想定される被害 

①災害予防 ②発災直後 ③応急対応時 

□７．危険物による被害への対策を講じていない 

□給油タンクや燃

油類保管施設が

破壊し、燃油類が

流出する 

□その他 

 

 

 

 

□燃油等の流出に

よる人的・物的

被害の拡大 

 

□その他 

 

 

 

 

□①-18：危険物に

よる被害拡大防

止 

□②-12：危険物に

よる被害への対

応 

 

□８．火災による類延焼への対策を講じていない 

□集落内道路が狭

く消防車等の通

行が困難なこと

により類延焼が

発生する 

□寒冷地のため家

庭用灯油タンク

が被災し、類延焼

が発生する 

 

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□消火活動の遅れ

による人的・物

的被害の拡大 

 

 

□家庭用灯油タン

クに起因する人

的・物的被害の

拡大 

 

□その他 

 

 

 

 

□①-19：火災によ

る被害拡大防止

□②-13：火災によ

る被害への対応 
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（５/７） 
問題点のチェック 

講ずべき対策項目 問題点の内容 

（もしくは現状） 
想定される被害 

①災害予防 ②発災直後 ③応急対応時 

□９．集落の孤立化対策を講じていない 

□③-1：緊急輸送

ルートの確保 
□②-7：公共インフ

ラ施設の被災状

況の確認 
□③-2：公共イン

フラ施設の応

急復旧 

□①-9：漁業集落

の孤立防止対策

□②-8：水産基盤施

設等の被災状況

の確認 

□③-3：水産基盤

施設等の応急

復旧 

□③-1：緊急輸送

ルートの確保 
□①-10：漁業地

域間ネットワー

クの構築 

□②-9：漁業地域

間ネットワーク

の情報収集 

□③-4：緊急物資

の搬入 

□陸路・海路・空路

が確保されてい

ないため、集落が

孤立する 

□孤立した時の通

信手段確保や緊

急物資の備蓄が

ない 

 

 

 

 

□その他 

 

 

 

 

 

 

□孤立により、救

急避難、救援・

救助活動等に支

障を来たし、住

民の安全確保が

困難 

□孤立が解消され

るまでに要する

日数 

（約    日）

□孤立の長期化に

よる被害の拡大

□その他 

□①-11：非常用

備品の準備・点

検 

  

 

□10．避難者や緊急物資の輸送手段が確保されていない 

□①-13：公共イン

フラ施設の日

常点検 

□②-7：公共インフ

ラ施設の被災状

況の確認 

□③-2：公共イン

フラ施設の応急

復旧 

□①-14：水産基盤

施設等の日常

点検 

□②-8：水産基盤施

設等の被災状況

の確認 

□③-3：水産基盤

施設等の応急復

旧 

□③-1：緊急輸送

ルートの確保 

□輸送手段として

陸路・海路・空路

が確保されてい

ないため初動対

応が遅れる 

 

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□輸送手段が確保

されていない

ことに起因す

る被害の拡大 

 

 

□その他 

□①-10：漁業地域

間ネットワー

クの構築 

 

□③-4：緊急物資

の搬入 
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（６/７） 
問題点のチェック 

講ずべき対策項目 問題点の内容 

（もしくは現状） 
想定される被害 

①災害予防 ②発災直後 ③応急対応時 

□11．漂流物による被災の拡大防止対策を講じていない 

□①-7：緊急時の

協力依頼先の

確保 

□②-14：関係機関

への支援要請 
 

 

□①-12：オープ

ンスペースの

把握・確保 

 □③-8：オープン

スペースの活

用 

□①-15：漁船・漁

具・養殖施設等

の日常点検 

  

□漁船・養殖施設・

漁具・車両等への

対策がなく、漂流

物が多数発生し、

港内や航路に滞

留する 

□漂流物が陸上に

打ち上げられる 
 
 
 
 
□その他 

 

 

 

 

 

□漂流物による被

災者数 

（約    人）

□漂流物による家

屋の倒壊数 

（約    棟）

□漂流物により漁

港が閉塞し海

路が絶たれる 

（約    日）

 

□その他 

 

 

 □①-16：漂流物発

生防止対策  

□②-10：漂流物の

滞留の有無確認 
 

□③-5：漂流物・

ガ レ キ の 撤

去・拡散防止 

□12．生産・流通活動の早期再開への対策を講じていない 

□①-7：緊急時の

協力依頼先の確

保 

□②-14：関係機関

への支援要請 

 

□①-14：水産基盤

施設等の日常点

検 

□③-3：水産基盤

施設等の応急

復旧 

□①-17：漁港施設

の耐震化 

□②-8：水産基盤

施設等の被災状

況の確認 

□③-6：代替施設

の手配 

□①-15：漁船・

漁具・養殖施設

等の日常点検 

□②-11：漁船・漁

具・養殖施設等

の損傷の有無確

認 

□③-7：漁船・漁

具・養殖施設等

損傷部品の調

達・修理 

□点検体制がない

ため被災箇所の

把握に時間を要

し、応急復旧が遅

れる 

□岸壁や荷捌き施

設が被災し漁業

活動の停止が長

期化する 

□漁業活動の長期

停止が関連産業

に大きな影響を

及ぼす 

□その他 

 

 

 

 

 

 

 

□被災後、応急復

旧の着手まで

に要する日数 

（約    日）

 

□漁業活動の停止

期間 

（約    日）

 

□関連産業へ及ぼ

す影響 

（約   万円）

 

□その他 

 

 

 

 

□①-20：損害保険

への加入 

 □③-13：保険金

の申請 
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（７/７） 
問題点のチェック 

講ずべき対策項目 問題点の内容 

（もしくは現状） 
想定される被害 

①災害予防 ②発災直後 ③応急対応時 

□13．発災後に活用できるオープンスペースが確保されていない 

□オープンスペー

スが確保されて

いない 

 

 

 

 

 

 

□その他 

 

 

 

 

□漂流物等の処理

や緊急物資の搬

入が制約を受

け、緊急救援活

動や被災者の安

全確保・生活の

安定、漁業活動

の早期再開に影

響を及ぼす 

□その他 

 

 

 

□①-12：オープン

スペースの把

握・確保 

 □③-8：オープン

スペースの活用

□14．被災した地域住民の救援対策を整備していない 

□①-4：緊急時の

連絡体制の構築

□② -1：情報収

集・伝達 

 

□②-14：関係機関

への支援要請 

□③-9：ボランテ

ィア受入準備 

□③-4：緊急物資

の搬入 

□③-10：応急仮

設 住 宅 の 建

設・管理 

□③-11：応急仮

設住宅への入

居 

□被災後の状況や

将来の見通しな

ど、被災者への情

報発信体制がな

い 

 

□被災後に安心し

て暮らせる住環

境への準備が無

く避難所生活が

長期化する 

 

□その他 

 

 

 

 

□被災住民が精神

的不安を感じ

復興への意欲

を失い、地域か

ら人々が流出

し地域が荒廃

する 

 

 

 

 

 

□その他 

□①-7：緊急時の

協力依頼先の確

保 
□②-15：避難所の

立ち上げと収容 

□③-12：被災者

の心理的ケア 

□15．その他（協議会で出てきた問題点） 

□その他 

 

 

 

 

 

□その他 

 

 

 

   

 


